
LOHLA：ローカル物流再構築環境の実現  
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	 近年、流通分野における「ネット通販」を利用して商品を購入する消費者が急増している。物流分野においては、
ネット通販の伸びに合わせて、今まで主流であった B2B の物流から、B2C の物流へと変化している。この流れは更
に加速され、現在の流通/物流のモデルの変化が急務となっている。 
	 消費者視点から考えた場合、ネットを用いた通信販売の利用頻度が高まるにことにより、消費者は家に在宅するこ
とを流通/物流のモデルの中で強制され、行動が束縛される要因となる。また、既存の物流システムは消費者が荷物を
受け取れる状況にいない場合においてもサービスが提供される押し付け型のモデルである。 
	 本研究では,これらの問題を解決するために消費者と密接な関係を築き、最適なタイミングでの配達を行うための機
構を提供する。これにより、消費者と物流企業の間で発生している無駄なコストを削減し、物流企業にとってはより

少ない設備や作業で、消費者にとってはより期待に沿った配達方法で荷物を受取ることを可能にする。また、現在の

物流企業が行っている「荷物を届ける」というサービスだけでなく、より地域に根差した消費者が必要とする要望に
対しても対応可能な環境を構築する。同時に、今後の「ネット通販」の時代を見据え、1 オーダー1 配達という現状
から、nオーダー1配達のモデルへと変える環境を構築する。 
	 それらを実現するために必要となる消費者の所在情報や心理的な欲求を物流企業と連携するための仕組、また複数
の商品を一度の配達でまとめるサービスを行い、物流会社に対しての物流コストの削減、及び消費者に対しての在宅

負担の低減を図るために必要なモデルについて検討を行った。 
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1. はじめに   	 	  

	 平成 22年末にインターネットの利用者数は 9,462万人。
人口復旧率は 78.2％になっている。また、モバイル端末か
らの利用者が 7,878万人。モバイルでのインターネットの
利用も多い。 
	 また、宅配便事業を行っている企業の努力により、当日

配達や時間帯配達、コンビニエンスストアでの受取サービ

スなどが開始され、荷物を気軽に受け取れる環境が整って

きている。消費者の通信販売（EC）の利用も継続的に伸び
ている。 
	 物流面において、2010年全国貨物純流動調査（物流セン
サス）から品目構成として消費財貨物率が増加し、件数ベ

ースでみると 2010年度実績で個人向け件数が 3.5倍の 31
億 7,749万個となっていることからも、個人向けの宅配便
取り扱い数は急拡大をしていることが読み取れる。 
	 通信販売における配送拠点から消費者までのラストワン

マイルの物流は重要なインフラであるが、同時に物流企業

にとっての B2C物流は実施困難なサービスでもある。配送
を効率的に行うために多段階のネットワークが必要になり、

同時に消費者要求が消費者都合により刻々と変化するため、

顧客満足度を 100％満たしたサービスが提供しにくい。こ
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の多段階のネットワークはコストも多く発生するために、

B2B 物流よりも単品辺りの物流コスト負担は物流企業に
とって大きい。 
	 これらの背景を考えた場合に、宅配便事業に於ける問題

を以下に示す。 
1. B2C配送は、1配送辺りの売上・利益が少ない 

企業向け物流（B2B）は、一度の荷物量が多く不在
である可能性も低いため配送効率は高く、一配送辺

りの売上。利益も高い。反面、個人向け物流（B2C）
は、一度の荷物量が少なく不在である可能性も高い

ため配送効率が低く、一配送辺りの売上・利益も低

い。 
2. 配送ルートの定型化が難しい 

個人宅配の荷物は日々刻々と代わり、同じ傾向の荷

物は全体量から見ると非常に少ない。このため配達

担当者は配送ルートの計画を作ることが困難。 
3. 荷受人の要求が配送業者に伝わらない 

通信販売は、本来荷受人が荷送人と同一であるが、

実際の荷送人は通信販売業者が代行している。この

ため、荷送人の細かい要求が伝わらない。 
4. 配達担当者の継続的管理が困難 

宅配便事業は大企業が事業を行っている。大企業に

おける従業員の管理管理は社内管理を重視する傾

向にあり、消費者視点に立った人事管理が行われに

くい。 
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	 これらの課題を元に、通信販売の利用拡大、それに伴う

宅配便利用の急拡大という背景をうけ、新しいローカル物

流の仕組み「LOHLA」の構築を行った． 
 

2. 関連研究   	 	  

2.1 1 配送辺りの売上・利益を増やすための取り組み  
  
	 図 1 で示すように、クロネコヤマトは、小口の B2B 配
送の効率化を行うためにテナントが入っているビルの中に

常駐の社員をストックポイントに置くことによって、配送

効率を高める施策を実施している。物流源であるストック

ポイントからテナントまでの移動距離を最短化すると同時

に、複数の物流会社の荷物を集めるため必要原価を補える

売上を確保することができる。これにより、小口の B2B
配送の弱点である一配送辺りの売上・利益が少ないという

課題の解決が可能になる。 

 
図 1	 クロネコヤマト事例（館内物流） 

	  
	 また、マンション内においては、クロネコヤマトはマン

ション向け館内物流に進出し進めている。大規模なマンシ

ョンなどを対象として、戸別に届ける複数宅配業者の荷物

をクロネコヤマトが集約し、一括宅配するシステムを一部

マンションで始める。今後、同業他社の荷物を管理するシ

ステムの構築や荷物の受け渡しから派生する業務を確立さ

せて収益モデルを築く。インターネット通販が浸透して個

人宅の荷物量が拡大する中、消費者が在宅時に複数の宅配

会社の荷物を一括して受け取れる利便性を訴求する。この

取組も検討が始まっており、集約拠点に対しての要求が具

体化している．  
	 専用の作業担当者を配備することによるコスト増とそれ

に対しての対応策が見えないため規模における損益分岐の

試算が課題となる． 
 
2.2 配送ルート効率化の取り組み  
 
	 クロネコヤマトであれば、6,348 箇所(2014/5 現在)に拡
大し宅配ドライバーひとりの配送エリアを縮小化し生産性

向上を狙う施策を実施している。 
	 同様に佐川急便は宅配便の取り扱い増加に合わせて、小

型のサービスセンターを増やし、半径 300～500ｍ圏に宅
配する拠点は全国 397ヵ所(2014/5現在)ある。サービスセ
ンターでは、配達員は大型トラックではなく、台車や自転

車を利用して宅配に回っている。こうした拠点や配送方式

の整備で、女性が働きやすい環境が整いつつある。 
	 しかし、ビジネス効率や利益を悪化する方向にも繋がる。

拠点数を増やすということは事業全体の固定費を増加させ

ることにつながり、結果として事業リスクを高めることに

もつながっていく。また、B2C物流は季節波動が大きいた
め、拠点数を増やした場合に、波動のコントロールを行う

ことが難しくなる。 
	 富士通株式会社では、輸送経路最適化コンサルティング

サービスを行っている。これは効率的な輸送ルートをシミ

ュレーションし、1 か所の物流拠点から複数の車両が複数
の配送先を巡回する地域配送や、広域に荷物を輸送する幹

線輸送に対して、どの車両がどの配送先をどういう順番で

巡回すれば効率的かを求めるものである。これは、地域配

送や幹線輸送のように荷物が出る量がほぼ変わらずルート

化しやすい拠点に対しての試算効果は大きいとおもわれる

が、宅配便のように、日々刻々と荷物に対しての要求の変

化、荷量の変化が起きるようなものに対しては対応が難し

い。また、宅配便のようなものをソフトウェアで最適化す

るようなソリューションは今日においては登場していない。 
 
2.3 荷受人の要求を配達担当者に伝える仕組み  

 
図 2	 通信販売における物流依頼モデル 

 
	 図 2に、通信販売における情報の流れを依頼モデルとし
て示す。通信販売において、通信販売会社は消費者からの

発注によって物を消費者に届ける。図 2のように消費者は
通信販売会社から商品が手元に届くまでを一取引と考えて

いるが、実際には通信販売会社と物流会社との作業と役割

の分断が発生しており、通信販売会社が持っている多様な

情報（消費者の嗜好や家族構成等）は物流会社に伝わるこ

とはない。また、同時に物流会社が独自に得た消費者の情

報（軒先で話をした内容等）は通信販売会社に伝わらない。 
	 この情報の分断によって、消費者の要求は物流企業に伝

わることが無く、同時に物流企業は消費者の要求を「推定」

して最適な配達を行う工夫を行うことが難しい。 
	 特に近年消費者要求が多様化すると同時に、都市部にお

いては核家族化、及び単身世帯が増えているため、消費者
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側が柔軟に荷物を受取ることが難しくなっている。消費者

は、細かい要求を通信販売会社経由で物流企業に伝えたく

ても伝えられず、結果として消費者の細かい要求に対応し

たサービスを実施できない。 
	 

 

図 3	 事例（クロネコメンバーズ） 
 
	 物流企業は独自に顧客情報を集めるために、図 3の事例
にあるようなメンバーズサービスを開始している。クロネ

コヤマトではクロネコメンバーズ、佐川急便であればWeb
サービスなどがそれに該当する。しかし、これらのサービ

スにおいて管理されている情報はあくまでも住所情報など

までで消費者の生活スタイルや、家族構成などは管理され

ていない。物流企業としてはあくまでも届いた荷物をピン

ポイントで配達することだけに注力しており、消費者の要

求に先回りをしたサービスを提供することは実現できてい

ない。 
	 例えば、クロネコメンバーズで実施しているお届予定メ

ールサービスなどは、荷物が営業店に届く前に配達する時

間帯・場所の設定を再設定できるサービスであるが、これ

らはあくまでも消費者の申告を元にしたもので、物流企業

側が独自に消費者要求を推察することには使われていない。 
	 クロネコヤマトはこれらの状況に対応するために、ドラ

イバーダイレクトの導入、サテライト拠点の設置により個

人宅までの配送時間の短縮などによって、消費者の要求に

応えようとしている。しかし、これらのサービスも、一貨

物単位の変更依頼に対しての対応をするものであり、消費

者の要望に該当する「カルテ」を持っているわけではない

ため、要望を先回りして継続的に満たすことは難しい。こ

れは、荷受人である消費者と物流企業が契約を結んでいな

いためであり、今後は消費者と物流企業の間の契約に基づ

く情報の共有が必要になる。 
	 流通業においては、T-Point、PONTA等のポイントカー
ドシステムによって、消費者の要求を先回りして得ようと

している。消費者の購入物品、消費者の個人属性をビック

データの環境を用いて分析することによって、消費者が望

んでいる商品を消費者が欲しいタイミングで提供する努力

をしている。 
	 同様な着眼点で考えれば、物流業においては消費者への

配達実績を元に配達時の顧客対応履歴などから消費者の配

達要求を推察するような仕組みが考えられるが、現在の宅

配便事業者においてこのような取り組みをできている企業

は存在しない。例えば夜間配達の希望が多い消費者の場合

には、時間指定が特になければ自動的に夜間配達で調整す

る等の工夫が考えられるが、これらは現状では現場のドラ

イバーの能力や配慮に依存する。 
 
2.4 配達担当者の信頼度向上  
 
	 消費者は、自分の気に入った常に同じ人に荷物を運んで

もらうことを期待している。これは消費者にとって、玄関

を開けるという行動がストレスを伴うためである。 
	 物流会社は、自社の最適配達を行うことが第一義である

ため、消費者の「安心感」を最優先にした物流モデルで構

築されていない。また、宅配便業界は大企業が事業を営ん

でおり、これらの企業は人材の流動化の観点から社員の配

置転換を頻繁に行う。消費者からみると慣れてきて信頼感

が得られた頃のタイミングで担当者が変わる、という状況

が発生する。 
	 この物流企業側の事情から生まれる人材の流動化という

要求と、消費者側から生まれる長期に渡る信頼感を持ちた

いという期待が一致しない。	  
	 特定郵便局制度の時代にはこれらの問題は解決されてい

た。特定郵便局は、郵便の取り扱いを地域の名士や大地主

に土地と建物を無償で提供させて、事業を委託する形で設

置された郵便局である。地域の名士や大地主が事業を営ん

でいたため、その地域においては特定の人によって継続的

にサービスが提供されていた。これにより、特定郵便局の

局員と地域住民の間には強固な信頼関係が成立し、物流サ

ービスの提供においても、信頼感の上で役務提供が成立し

ていた。 
 

3. ローカル物流環境 LOHLA の構築  

	 これらの問題点を解決するために、新しいローカル物流

の仕組み「LOHLA」の構築を行った。 
	 LOHLAを実現するためには、以下の要素が必要である 
1. コミュニティ内の密接な関係 
2. 適度なエリアの広さ 
3. 支援する ITシステム 
	  
3.1 	 コミュニティ内の密接な関係  
 
	 物流担当者と消費者の密接な関係を築くのは既存物流の

ビジネスモデルの中では困難である。つまり、現状のビジ

ネスモデルのままであれば、消費者と長期的な信頼関係を

築くことはできない。消費者視点で考えた場合に、消費者

の玄関を開ける権利を持っている人はより少数であるべき

であり、同時に関係は長期的になることによって消費者の

精神的・物理的な負担は減少する。 
	 LOHLA においては、小規模のビジネスを地域に根ざし
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て実施している事業主体が配達サービスをワンストップで

永続的に実施することによって、これらの問題を解決する。 
 
3.2 最適な配達エリアの広さ  
 
	 クロネコヤマトが取り組んでいるように、1 人の宅配担
当者が担当するサービスエリアが小さいほど、消費者の要

求に沿った配達サービスを行うことができる。反面、これ

は固定費が増加させる要因のため、物流企業はコストとエ

リア設計のバランスをとることを常に考えている。 
	 また、現在の宅配便業界における担当エリアの小規模化

の課題は都市部においては解決されてきているが、それ以

外においては未だに広い配達エリアを担当している配達ド

ライバーも多い。 
	 この問題は、配達担当者が届けにいくことだけを基準に

システムが設計され、消費者が「受け取りに行く」という

観点で考えられていないことも解決を難しくしている。近

年、コンビニエンスストア（セブン-イレブン、ローソン等）
において、店頭受取サービスが順次開始されている背景か

らも、自ら受取に行くことに対してのストレスがなくなっ

てきていることを示しており、荷物を持ちに来てもらうと

いうことを同時に検討する必要がある。 
	 消費者がストレスなく受取にいくためには、コンビニエ

ンスストア並に配達受取を行う店舗が必要になるが、これ

らを物流企業が独自にインフラ構築することは難しい。 
	 また、コンビニエンスストアにおいて、宅配便の集荷受

取サービスは行いたくない、という背景もある。これは、

オペレーションコストの負担、荷物を置いておくためのバ

ックヤードの問題、荷物のセキュリティの問題などがある。 
	 店頭で消費者が気軽に安心して荷物を受取できるような

サービスを構築する必要があり、小規模な配達エリアにお

いてはそれを基準に設計されることが望ましい。 
 
3.3 支援する IT システム  
 
	 現在の物流企業が管理している顧客情報は、氏名・年齢・

住所・電話番号、のような静的な情報のみである。 
	 流通事業者においては、消費者の情報を分析するために

巨額の IT 投資をおこなっている。コンビニエンスストア
等においては、PONTA、T-Pointなどのポイントサービス
を通じて顧客属性を分析するプラットホームを構築し、消

費者の個人的な嗜好までを分析している。これによって、

ダイレクトプロモーションを行うことによって、無駄なオ

ペレーションや仕入れ商品の最適化などを行っている。 
	 物流企業における商品情報は配達している商品属性まで

を管理することはできない（何を買ったのかを第三者に管

理されることを消費者は望まないため）が、配達要求を細

かく管理することは可能である。これを実現するためには、

顧客の職業、勤務地、家族構成や年齢、商品購入頻度、不

在再配達の実績と再配達時間、クレーム情報などを管理す

ることによって、消費者の要求を推察することがある程度

可能になる。 
	 また、近年の Twitter、Facebookのように、one to one
のコミュニケーションを企業と消費者の間でとれるように

なってきたため、物流企業と消費者の間でダイレクトに

one to oneにコミュニケーションをとれるインフラが必要
になる。現在の宅配便においてはドライバーが携帯電話を

持つようになり、ダイレクトにコミュニケーションを取り

やすくはなってきたものの、消費者のコミュニケーション

手段の変化などに柔軟に対応したインフラが今後は必要に

なってくる。 
	 これら 3-1〜3-3の解決策を元に、LOHLAでは特定の物
流企業によるサービス提供ではなく、図 4に示すエージェ
ントサービスとしての消費者からみたワンストップローカ

ル物流サービスを提供する。 
 

 
図 4	 エージェントサービス 

 
	 物流企業は大手 3社（クロネコヤマト、佐川急便、郵便
事業会社）によって行われているため、消費者はどの物流

会社から荷物が届くのかを殆どの場合においてコントロー

ルすることができない。 
	 LOHLA により物流会社を統合したサービスをワンスト
ップで提供することによって、物流企業から受け取った荷

物を消費者の期待値に応じて特定の事業者から届けること

が可能になる。 
	 LOHLAでは図 5に示す高度成長期に漫画サザエさんで
登場した三平さんのような酒屋さんのようなモデルを考え

ている。 
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図 5	 三平さんのサービス内容 

 
	 三平さんは三河屋という酒屋に勤務し、消費者の要求に

対して柔軟に対応をする。また消費者との信頼関係がある

ため、裏玄関から直ぐに注文を伺いに家の中に入ることが

できる。酒屋のビジネスを主体としているため、物流ビジ

ネスだけでの利益を上げる必要はない。物流費用は流通業

としての物販のコストとして行うことが可能である。 
	 LOHLA におけるエージェントとしてのワンストップロ
ーカル物流サービスは、物流専業としてのサービスではな

く、他ビジネスを行っている事業主が、その事業主が行う

事業要求と物流要求が一致する場合においてサービスが可

能になるモデルである。 
	 これらを解決するために LOHLAは消費者と密接な関係
を築き、消費者の物流要求を常に捉え最適なタイミングで

配達を行うための機構を提供し、消費者の所在情報や心理

的な欲求を物流企業と連携するための仕組みを構築する。 
	 同時に、人間同士のコミュニケーションによって、配達

要求を管理するための環境の整備を行う。人間の配達要求

は日々刻々変化し、統合的に管理することができれば、物

流会社はその要求に対応した対応が可能となる。事業者（こ

こでは物流企業）と最終消費者の間の信頼関係を構築する

場合においては、単純情報共有のみでは強い信頼関係は構

築出来ない。この点を補強するために、自律的に得た情報

を活用し人間同士のコミュニケーションや配達サービスの

品質向上に活かせる環境を構築する。 
 

4. ローカル物流サービス LOHLA の実現  
 
4.1 構築環境  
 
	 LOHLA は、ローカルエリアでの物流網を最適化するこ
とが第一の目的である。 
	 このため、すでに物流網が機能している環境の中に、

LOHLAの仕組みを組み込む。 
	 類似のサービスでは、秘書箱サービス的な考えを用い物

流とラストワンマイルの物流を分離しているサービスが存

在しているが、このサービスでは消費者は秘書箱サービス

の経験もないうちに契約をする必要が生じ，利便性が課題

となる． 
	 LOHLA においては、通常配達を行う配達担当者が、配

達頻度が高まるによって徐々にハイレベルなサービスを提

供できるモデルとした。これによって、人と人との信頼関

係をベースにしたサービスへと高めることが可能になる． 
	 LOHLAでは図 6の LOHLA全体像に示すように、以下の

4点に焦点を当てシステムの構築を行った。 

 
図 6	 LOHLA全体像 

 

1. 宅配におけるラストワンマイルの分業 
既存の宅配便のモデルを壊すことなく、宅配便の営業

店から個宅への配達プロセスのなかにエージェント

サービスを組み込むことによって、ラストワンマイル

を宅配事業者と分離 
2. エージェントサービス事業者の提供 

ラストワンマイルを専門におこなうエージェントサ

ービス事業者を立ち上げる。このサービスは地場のこ

となる事業（収益源）を持っている事業者であり，複

数の宅配事業者のサービスを一括して受託すること

によって、個人宅にはワンストップサービスを提供す

る。 
3. 宅配担当者の柔軟な対応環境の構築 

時間契約ではなく荷物の発生都度、自分が配達可能な

場合に限り荷物配達を行う担当者を配置する。 

4. 個人宅への対応手法 
ドアを開けるのが荷物を受取るだけでなく、エージェ

ントサービス事業者との間の信頼関係をもとに、付加

サービスを受け取ることができる。 

	 このモデルを構築することによって、物流企業、エージ

ェントサービス事業者、配達担当者、荷受人である個人宅

の４人にそれぞれのメリットがある。 

	 物流企業は、エリアで荷物の配達を完了でき、非効率な

ラストワンマイルサービスを行わなくてすむようになるた
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め、効率的な配達が可能になる。また、配達人材のマネジ

メントもエージェントサービス事業者に委託できるため、

人材開発コストも不要になる。 
	 エージェントサービス事業者は、自社で行っているサー

ビスと合わせてラストワンマイルの物流を担うことによっ

て、個宅のドアを開ける権利を得られる。これによって、

エージェントサービス事業者が個宅に対して直接対応でき

るようになるため、独自なサービスや独自のプロモーショ

ンも実現可能である。これによってエージェントサービス

事業者のビジネス拡大の可能性を高められる。 
	 配達担当者は、時間で縛られる雇用契約を結ぶことなく、

自宅の近隣で配達の要求が出た場合に、その要求に対応で

きる場合に限り自分の時間を労働力に変えることによって、

対価を得ることが可能になる。時間を無駄に浪費する状況

を、対価を得るための時間に変更できるため、労働そのも

ののモデルの再考が可能となる。 
	 荷受人である個人宅にとっては、地域で顔が分かった人

が配達をしてくれるという安心感、近距離配達のため迅速

な配達サービスを享受でき、さらに近隣にあるエージェン

トサービス事業者の拠点に行くことで配達担当者の都合に

左右されずに荷物をいつでも受け取ることが可能になる。 

 
4.2 基本フロー  
	 図 7に個人の家へ配達を行うモデルを示す。 

 
図 7	 個人宅配達モデル 

	  
1. 宅配便事業者はエージェントサービスに対して配達を
行う。 

2. 荷物が店舗に届いたのち、その荷物に対して、事前登
録されている配達要求の有無を確認。 

3. 配達希望ルールに則り、そのルールを適用して働ける
配達担当者をマッチングし配達依頼をかける。 

4. 指定時間に担当者が店舗に荷物を受け取りに来店し、
消費者へ配達を行う。 

5. 配達完了後担当者が配達完了業務を行うことで業務完
了とする。 

  
図 8に荷物を店頭で受け渡しするモデルを示す。 

 
図 8	 店頭受け渡しモデル 

 
1. 宅配便事業者はエージェントサービスに対して配達を
行う。 

2. 荷物が店舗に届いたのち、その荷物に対して、事前登
録されている配達要求の有無を確認。 

3. 荷受人が店頭渡を希望している場合には、店頭での引
き渡しを可能にする 

4. 事前に店頭渡タイプを希望する方なのかを登録してお
いてもらい、そのルールに基づき荷物到着連絡を行う

（見守りシステム等も活用） 
5. 荷受人に来店予定入力をしてもらったうえで、店頭渡
をおこなう。 

 
4.3 基本環境  
 
	 評価を行うために必要環境を、様々な評価を行えるよう

に以下の点を基準として踏まえ選定を行った。 
 
・	 住環境 

検証を行いやすくするために、住宅集約度が高い 

・	 高齢化率 
将来の日本を示している高齢化が進んでいるエリア 

（すでに高齢化している街ではない） 
・	 商店街の状況 

商店街における空き店舗（シャッター通り）化が進

み、店主が次のビジネスを模索している 

・	 事業主体 
事業主体を持っている方が存在する 

・	 仕事をする場 

仕事を探すことが困難なエリア 
・	 宅配便事業の状況 
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個人宅が多いため宅配便事業の運営が大変 
 
	 これらの基準を元に多摩市（人口：145,979人、世帯数：
66,922 人、世帯人員：2.18 人）を本評価実験自治体とし
て選択した。 
	 多摩ニュータウンの初期入居地域（諏訪・永山地区）な

どにおいては、高齢化率が 26.0%となっている。これは、
多摩ニュータウンが建設された当初から入居しているエリ

アであり、多摩ニュータウン全体の高齢化率（16.0％）か
らみても、10ポイントも高齢化が進んでいるエリアである。 
 
4.3.1 商店街の状況 
	 諏訪地域は、多摩ニュータウンの中においても高齢化が

進んでおり、高齢化率は 26%を超える。 

  
図 9	 多摩諏訪地域商店街 

 
	 同様に図 9で示すように商店主の高齢化により旧来の商
店街はシャッター通りとなり生鮮三品を中心とした商店な

どは存在しない。 
	 住人はこの状況を良いとは思ってないものの、商店街の

高齢化という問題を打ち破るソリューションがないため、

これらの団地ができたときには活況だった商店街も今は殆

ど人通りが無い。 
 
4.3.2 事業主体 
	 また、専業の物流サービスとしてではなく兼業の物流サ

ービスを実施する拠点を選択する必要があり、本研究に於

ける重要な点として事業主と消費者の間での信頼関係の構

築ができるか、という観点が必要なため、コミュニケーシ

ョンを必要とする事業を営んでいる事業主として図 10 に
示すコミュニティカフェの経営をしている「タマラボ」を

モデル事業主として選択した。 
  

 
図 10	 タマラボ会社概要 

 
	 タマラボは、多摩ニュータウンの諏訪地域に地域のコミ

ュニケーションの HUBとして設立されたカフェである。 
	 タマラボは以下の特徴をもっている。 
 
1. カフェのため人が集まる。 
2. 店員と消費者の会話が日常的にある 
3. 店員は原則地場の人である。 
4. 副業をもっている店員もいる。 
5. 店舗、副業の PRをしたいという要求がある 
6. 学生などの非正規のアルバイト雇用をしやすい 
 
	 これらの特徴は、ローカル物流サービスを行うためにも

必要な要素であり、最適なモデル事業になる。 
	 シャッター通りになっている状況からも、地場で仕事を

する場は殆ど無い。多摩市諏訪エリアは殆どが住宅のため、

近隣に働く場が少ないということも特徴である。物流サー

ビスのようなサービス業において働く環境としてのタマラ

ボの環境を活かせる。 
 
4.3.3 宅配便事業の状況 
 
	 宅配便事業としては配達業務が効率的にできていないエ

リアで実証実験を行うことが、効果測定という観点からも

望ましい。 
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図 11	 多摩市諏訪エリア 

 
図11に示す多摩市諏訪エリアは先に述べたように住宅

地のエリアのため、個人宅配達が殆どである（8割以上が
個人宅配送）。 

 

5. 実証実験と評価  
 
	 これらの基本環境、及び LOHLAによって構築した環境
は、既存の宅配便サービスでは実現できていないサービス

を実現している。これらの違いを表 1に示す。 
 

表 1	 LOHLA特徴 

・	 ワンストップ配達 
既存の宅配便サービスは、宅配事業者ごとに個別で事

業活動をおこなっているため、消費者（個人宅）から

見ると複数のサービスを受ける形になる。LOHLAを用
いることにより、ワンストップで荷物を受け取れるこ

とができるようになる。今後通信販売の利用が拡大し

ていった場合に、複数事業者が頻繁に配達をするよう

になってしまうという状況を、LOHLAによって回避す
ることができる。 

・	 多様な受取方法要求に対応 
すぐにもってきてほしい、一週間保管してほしい、近

所の人に渡しておいてほしい、等地域コミュニティの

中心としてのエージェントサービス事業者が行うこと

により、サービスエリアが狭いことによるメリットを

活かして様々な配達要求に個別対応できる。 
・	 宅配サービス以外の情報・サービス提供 
既存の宅配便サービスは荷物を届けるというサービス

に特化している。もしくは、カタログ通販の代行サー

ビス等は存在する。LOHLA は地場での活動を中心に、
コミュニティの中心としてのエージェントサービス事

業を提供するため、近隣で生まれている価値の高い情

報（イベント情報や、おすすめのお店・商品のリコメ

ンド等）を消費者に対して提供することができる。 
	 これらのサービスは、既存大手宅配便事業者では提供で

きていない。 
	 基本的には、既存の宅配便ビジネスを専業で行っている

事業主体とは異なり、LOHLA は宅配便というサービスを
土台にし、多様なサービスをアプリケーションとして土台

の上に乗せるという構造をとっている。また、土台である

宅配便サービスは、複数の宅配便事業者を統合することに

より、消費者にとってはワンストップで荷物を受け取れる

環境が整備可能である。 
	 宅配便事業者がこれらの取り組みを行う場合の試算をし

た。 
	 LOHLA においては、一拠点辺り 1,000 軒程度の顧客を
対象にする。多摩市の世帯数は 68,261 世帯(平成 26 年 4
月 1日現在)である。多摩市ですべての世帯をカバーする場
合には、68個の拠点を設置する必要がある。 
	 1 拠点を物流事業者が単独で設置する場合の費用を表 2
に試算する。 
 

表 2	 新規営業店設置試算 
	 店舗賃貸料：20万円/月（タマラボ実績） 
	 人件費	 	 ：社員 1名＋アルバイト 3人常駐 
	 	 	 	 	 	 	 社員人件費：100万円/月（諸経費込） 
	 	 	 	 	 	 	 アルバイト：60万円/月（諸経費込） 
  その他経費：20万円/月 
 
	 経費計：200万/月（2,400万円/年） 
	  
	 多摩エリア全域経費＝68軒*2,400万 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ＝16億 3,200万円 

 
	 多摩エリア全域をカバーするだけで 16 億円強の経費を
必要とする。利益率を 5%とした場合、16.8 億円の売上を
必要とする。1つ辺りの荷物単価を 500円とした場合、損
益 0とした場合においても 326万個の荷物を配達しなけれ
ばならない。 
	 本研究で対象にした諏訪エリアの世帯数は約 5,000 軒、
年間物流量は 60,000個である（実績値）。多摩エリアが同
数の比率（1軒辺り 12個の配達がある）だった場合、 
	  

 LOLHA 既存宅配便 
ワンストップ配達 

◯ 
✕ 

（事業者毎に個別） 
多様な受取方法 
要求に対応 

◯ 
△ 

（柔軟性が低い） 
情報・サービス 
提供 

◯ 
✕ 

（配達のみ） 
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	 多摩エリア荷物数（年間）＝68,261軒*12個 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ＝819,132個 
 
	 が取り扱いとして存在する。この数値は、326 万個の荷
物が無いと損益上成り立たないという数字の約 1/4 にしか
ならず、これによって宅配便事業者が LOHLAと同じモデ
ルで単独でビジネスの組み立ては難しい。 
 
	 試算上の必要経費の 80％は人件費である。LOHLAのモ
デルの場合には、これらの人件費は三平さんのモデルのよ

うに専属の人間とせずに元のなる事業と兼務の人材とする

こと、さらに兼務で行っているビジネスのプロモーション

を同時に行うことによって単純な必要経費として織り込む

必要がないことから、事業として成り立つモデルが構築で

きる。また、LOHLA の場合には単体での拠点経費も必要
にならない。 
	 これらのプロモーションや他のサービスを行う拠点を宅

配便専門の事業会社が行うという方法論も考えられる。 
	 本試算においては、1 つのパターンを元に多摩市の世帯
数情報や LOHLAを展開する諏訪エリアの実際の荷物量な
どを元に行った。これらの数値は、対象とするエリアや、

荷物量などによって大きく変わる可能性が高い。特に、諏

訪エリアにおいては、マンションが多いエリアで人口密集

度が高いため、狭い商圏でビジネスが成り立つモデルが構

築できるが、地方で行った場合には 1,000軒の荷受人を対
象とした場合に半径数キロの商圏を担当する必要性が生じ、

その場合には配達専用の車などの更なる必要経費の増加や

配送効率の低下などの諸条件が発生するため，本試算と同

傾向の結果は期待できない。 
 

6. 今後の取り組み  
 
	 これらの社会基盤としての宅配便ビジネスを統合したエ

ージェントサービスを展開していくためには、これらのビ

ジネスモデルに対しての既存の宅配便事業者の参画が必要

になる。 
	 宅配便事業者の参画を促すためには、消費者の要求の顕

在化と、その要求を持っている消費者が多いということを

広く世の中に開示していくことが求められる。 
	 1976年大和運輸（現在のヤマトホールディングス・ヤマ
ト運輸）が「宅急便」のサービス名で行ったのが、宅配便

のサービスの始まりといわれている。 
	 1976年から 40年近く経つが、基本的な宅配便のモデル
としての荷送人から荷受人としての消費者へ 1to1 で手渡
しをする、というモデルに変化が起きていない。1 章で述
べたように、宅配便を必要とする世の中の流通モデルは大

きく変化しようとしている。この時代背景を受け、LOHLA

のようなエージェントサービスが社会基盤の一つになるべ

く、事業として成り立つモデル構築へと進める。 
 
参考文献  
 
1) インターネット取引の推移, 入手先

<http://www.jadma.org/data/index.html#01>(2014.05.11) 
2) 商業販売額の動向，入手先

<http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syoudou/result/pdf/h2
sh24gai.pdf>(2014.05.11) 

3) 小売業界の動向, 入手先 
<http://www.super.or.jp/wp-content/uploads/2013/02/NSAJ
hakusho2013-3a.pdf>(2014.05.11) 

4) 平成 24年度宅配便等取扱個数の調査及び集計方法, 入手先
<http://www.mlit.go.jp/common/001007227.pdf>(2014.05.1
1) 

5) 宅配便等小口輸送の動向, 入手先 
<http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/census/8kai/houkok
u8/rep8-3309.pdf>(2014.05.11) 

6) 全国貨物純流動調査（物流センサス）について,入手先 
<http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/butsuryu061
00.html>(2014.05.11) 

7) テナントの利便性と施設の価値の向上をサポート,入手先 
<http://www.yamatosolutions.com/solutions/09/01/>(2014.0
5.11) 

8) 女性宅配スタッフを大量採用する佐川急便の狙いと勝算, 入
手先<http://diamond.jp/articles/-/15135>(2014.05.11) 

9) ヤマト運輸、マンション宅配を一括請負－他社荷物も戸別管
理,入手先
<http://www.nikkan.co.jp/news/nkx1120140121aaar.html>(
2014.05.11) 

10) クロネコヤマト支社・主管支店一覧,入手先
<http://www.kuronekoyamato.co.jp/company/offices.html>(
2014.05.11) 

 
 

― 484 ―


